
様式１

（公益・特別法人用）

【対象決算年度：平成28年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

平成23年6月 平成23年10月

平成24年2月

平成24年3月

事業執行状況を示す主な指標

平成24年4月 長野県私学団体連合協議会を統合する。

平成25年2月 平成25年3月 長野県知事から公益社団法人の認定を受ける。

平成25年4月 公益社団法長野県私学教育協会が発足。

平成26年12月

平成27年7月～

平成27年12月

平成28年12月

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成28年度当初現在

うち県職員 経営計画等の策定状況

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

監査等結果

66 - 48

＊次表は平成28年度の状況で、（　）内は27年度 （単位：千円、％）

公益事業比率 98.4 (98.5) 8.3 (8.8) 団体の課題等

経常比率 99.9 (100.6) 1,191.5 (4,517.3) 〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

人件費比率 1.5 (1.4) 1,197.5 (1,133.1)

管理費比率 0.4 (0.2) 99.9 (99.8)

6.0 (△9.6) 0.0 (0.0)

19.0 (20.5)

第２回長野県私学振興大会の開催

長野県内における私立学校等の経営及び教育に対する援助、私立学校を設置している
法人における退職金の支給の円滑化を図り、もって私立学校の振興及び地域における
教育・文化の発展に寄与する。

具体的な事業内容

１　長野県内の私立学校の経営基盤の強化及び改善に関する貸付事業
２　長野県内に設置された私立学校の教職員の退職手当支給に必要な資金給付に関
する事業
３　本会の正会員である私学振興団体の業務運営全般に対する支援事業
４　その他本会の目的達成に必要な事業

１　28年度末貸付金残額　　140,909,000円
２　28年度中新規貸付額　　 33,800,000円

第３回長野県私学振興大会の開催

第１回長野県私学振興大会の開催

事務執行体制等検討委員会の設置
県出捐率
（％）

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

退職資金給付事業の資金運用については、経済環境の変化（株価
及び為替相場）が激しいことから、元本の確保を優先した運用に転
換していく方針である。
貸付事業については、貸付金利の改正期間を１年毎とするなど、よ
り利用しやすい環境整備を行なっている。

　私学３団体が実施していた貸付事業を平成24年３月１日に統合
し、私学教育協会に一本化したことから、貸付事業が増大し、私立
学校の資金需要に対応する体制となった。
　また、平成25年４月１日から、当該協会が公益社団法人として認
可され、貸付事業等の事業を順調に実施しており、改革基本方針
である「自立的な運営」に沿って運営を行ってきている。
　法人として、貸付事業資金の有効活用のほか、経費削減のため
の検討を行っており、更なる経営安定化を目指して取組を進めてい
る。

長野県監査委員による実地監査が平成28年度に実施された。指摘事項等はなかったが、貸付事業資金の有効活用が図られるよう努
めること、との意見が付された。

ホームページによる情報提供。県の行政情報コーナーへの事業報告、決算書等の提供

私学関連７団体を公益社団法人１、一般社団法人
３、その他の法人１に再編するとともに、社団法人
長野県私立短期大学協会と社団法人長野県私立
幼稚園協会の貸付事業の譲渡を受けて統合して実
施する方針決定

関係団体の総会が開催され、私学団体の再編統合
が決定する。

社団法人長野県私立学校教職員退職金社団と社
団法人長野県私学振興協会が合併し、社団法人長
野県私学教育協会が設立される

社団法人長野県私立短期大学協会と社団法人長
野県私立幼稚園協会の貸付事業を譲渡される。

事業の統合により、貸付可能な資金量が増加し、
私立学校の資金需要に応じた対応が可能となり、
学校経営の安定化や私立学校の振興のため、継
続して、自立的・効率的な貸付事業の運営を図って
いく。
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団 体 名
(所在地）

公益社団法人長野県私学教育協会

（長野市大字南長野字幅下692-2）
代表者 　理事長　宮川義典
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社団法人長野県私学振興協会設立
社団法人長野県私立学校教職員退職金
社団設立
2月1日私立学校教職員退職金社団が私
学振興協会を吸収合併し、社団法人私学
教育協会が発足。
同年3月1日社団法人長野県私立短期大
学協会及び社団法人私立幼稚園協会か
ら貸付事業の事業譲渡を受ける。
同年4月1日任意団体である長野県私学
団体連合協議会を吸収合併する。
3月22日公益社団法人認可を受ける。
4月1日公益社団法人私学教育協会発
足。
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長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

経常増減の部
経常収益 (A) 1,135,663 1,034,099 1,087,770

うち基本財産運用益 2 3 1

うち受取会費 15,402 17,678 18,446

うち事業収益 3,552 2,682 2,068

うち受取補助金等 206,115 212,249 207,057

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金 206,115 211,999 206,807

うち受取市町村補助金

経常費用 (B) 1,136,510 1,027,552 1,088,840

うち事業費 1,134,025 1,025,746 1,084,879

うち公益事業費 1,119,429 1,011,963 1,071,149

うち給料手当 14,596 13,783 13,730

うち管理費 2,485 1,806 3,961

うち役員報酬 0 0 0

うち給料手当 768 726 2,763

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) △ 847 6,547 △ 1,070

経常外増減の部
経常外収益 (D)

経常外費用 (E)

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 0 0 0

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) △ 847 6,547 △ 1,070

一般正味財産期首残高 (H) 3,758 2,911 9,458

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 2,911 9,458 8,388

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 395,375 395,375 395,375

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 395,375 395,375 395,375

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) △ 847 6,547 △ 1,070

正味財産期首残高 (N) 399,134 398,287 404,834

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 398,287 404,834 403,764

②　貸借対照表
平成26年度 平成27年度 平成28年度

流動資産 2,740 8,854 7,411

うち現金預金 2,729 8,771 7,304

固定資産 4,252,281 4,587,041 4,834,948

基本財産 7,605 7,605 7,605

うち土地

うち投資有価証券

特定財産 4,088,220 4,388,563 4,686,434

うち退職給与引当資産

うち減価償却引当資産

その他の固定資産 156,455 190,873 140,909

資産合計 4,255,021 4,595,895 4,842,359

流動負債 329 196 622

うち短期借入金

うち未払金 329 196 622

固定負債 3,856,405 4,190,865 4,437,973

うち長期借入金

うち退職給与引当金

負債合計 3,856,734 4,191,061 4,438,595

指定正味財産 395,376 395,376 395,376

うち基本財産への充当額 7,605 7,605 7,605

うち特定資産への充当額 6,000 6,000 6,000

一般正味財産 2,911 9,458 8,388

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額 500 800 1,600

正味財産合計 398,287 404,834 403,764

負債及び正味財産合計 4,255,021 4,595,895 4,842,359

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：公益社団法人長野県私学教育協会
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